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当連結会計年度の業績　
当連結会計年度（2019年4月1日から2020年3月31日まで）
　　当連結会計年度のわが国経済は、消費税率引き上げの影響を受けつつも雇用・所得環境の改善が続き、景気は緩やかに回復してきま
したが、年明け以降は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により個人消費や企業による生産などの経済活動が弱まり、景気後退懸念
が高まりました。
　地元香川県におきましても、瀬戸内国際芸術祭2019の開催を背景に個人消費の持ち直しは続き、景気は回復基調が続いてきました
が、年明け以降は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により景気後退懸念が高まりました。
　なお、金融面では、日経平均株価は、米中貿易摩擦などを背景としたリスク回避の動きが和らぐなど、年末にかけて上昇しました。
しかし、年明け以降は新型コロナウイルス感染症拡大を背景とした世界的な景気悪化懸念からリスク回避の動きが強まり、株価は急落
しました。当連結会計年度末にかけては、各国政府や金融当局の政策協調もあり値を戻しましたが、事態の収束が見えない中では上昇
も限定的なものとなりました。
　このような金融経済環境のなか、百十四グループは、銀行業務を中心として地域に密着した営業活動の展開を図るとともに、リース
業務などの金融サービスの提供につとめました結果、当連結会計年度の業績は以下のとおりとなりました。　○預金・預り資産……当連結会計年度末の預金残高は、法人、個人及び公共預金がいずれも増加したことにより、前連結会計年度末比

1,112億円増加して４兆650億円となり、譲渡性預金を含めた総預金では、前連結会計年度末比1,111億円増加して４兆1,552億円
となりました。

また、当連結会計年度末の預り資産残高は、金融商品仲介が増加しましたが、投資信託及び一時払保険の減少により、前連結会計
年度末比217億円減少して2,995億円となりました。

○貸出金……当連結会計年度末の貸出金残高は、個人向け貸出金が減少しましたが、法人向け及び公共向け貸出金の増加により、前連
結会計年度末比214億円増加して２兆8,473億円となりました。

○有価証券……当連結会計年度末の有価証券残高は、ポートフォリオの見直し等を行った結果、株式は減少しましたが、債券及びその
他（投資信託・外国証券等）が増加したことにより、前連結会計年度末比2,129億円増加して１兆2,597億円となりました。なお、
当連結会計年度末の「その他有価証券」の差引評価益は、前連結会計年度末比469億円減少して215億円となりました。

○損益
〈経常収益〉

当連結会計年度の経常収益は、国債等債券売却益が増加しましたが、貸出金利息や株式等売却益の減少などにより、前連結会計年
度比４億68百万円減少して767億28百万円となりました。

〈連結粗利益〉
当連結会計年度の連結粗利益は、外貨市場調達費用の減少による資金利益の増加や債券関係損益の増加などにより、前連結会計年

度比44億12百万円増加して498億88百万円となりました。
〈経常利益・親会社株主に帰属する当期純利益〉

当連結会計年度の経常利益は、株式関係損益が減少しましたが、連結粗利益の増加及び不良債権処理費用の減少などにより、前連
結会計年度比15億52百万円増加して119億82百万円となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度比
21億31百万円増加して77億15百万円となりました。

業績の推移（財務ハイライト）
連結ベース （単位：百万円）

項 目 2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期
連結経常収益 81,381 90,508 80,813 77,196 76,728
連結経常利益 19,620 19,372 15,279 10,430 11,982
親会社株主に帰属する当期純利益 11,632 9,645 10,227 5,584 7,715
連結包括利益 △ 9,367 15,385 15,148 △ 4,376 △ 34,246
連結純資産額 282,030 293,129 303,606 286,576 249,831
連結総資産額 4,719,661 4,926,538 4,777,061 4,895,624 4,953,946
連結自己資本比率 9.72％ 9.53％ 9.42％ 9.04％ 9.17％

（注）1.「連結自己資本比率」は、銀行法第14条の2の規定に基づく2006年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。
2.当行は国内基準を適用しており、バーゼルⅢ基準にて自己資本比率を算出しております。
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連結貸借対照表（資産の部） （単位：百万円）

区 分 前連結会計年度（2019年3月31日） 当連結会計年度（2020年3月31日）
現金預け金 829,933 652,010
買入金銭債権 38,993 29,264
商品有価証券 153 5
金銭の信託 4,748 ―
有価証券　※1.2.8.13. 1,046,803 1,259,729
貸出金　※3.4.5.6.7.9. 2,825,869 2,847,316
外国為替　※7. 5,750 9,793
リース債権及びリース投資資産 20,897 24,486
その他資産　※8. 64,861 75,175
有形固定資産　※10.11.12. 38,645 37,319
　建物 8,957 9,169
　土地 26,369 25,304
　リース資産 371 167
　建設仮勘定 390 105
　その他の有形固定資産 2,557 2,573
無形固定資産 6,665 5,897
　ソフトウェア 5,302 4,478
　その他の無形固定資産 1,363 1,418
退職給付に係る資産 4,526 3,351
繰延税金資産 883 5,995
支払承諾見返 23,684 20,996
貸倒引当金 △ 16,791 △ 17,396

資産の部合計 4,895,624 4,953,946

（負債及び純資産の部） （単位：百万円）

区 分 前連結会計年度（2019年3月31日） 当連結会計年度（2020年3月31日）
預金 ※8. 3,953,878 4,065,082
譲渡性預金 90,231 90,185
コールマネー及び売渡手形　※8. 43,374 34,782
債券貸借取引受入担保金　※8. 142,634 112,699
借用金　※8. 269,620 305,608
外国為替 352 296
その他負債 65,293 66,883
役員賞与引当金 25 29
退職給付に係る負債 824 1,836
役員退職慰労引当金 48 37
睡眠預金払戻損失引当金 445 364
偶発損失引当金 90 127
株式報酬引当金 63 80
繰延税金負債 13,120 ―
再評価に係る繰延税金負債　※10. 5,360 5,103
支払承諾 23,684 20,996

負債の部合計 4,609,048 4,704,115
資本金 37,322 37,322
資本剰余金 30,486 30,486
利益剰余金 167,615 173,374
自己株式 △ 2,041 △ 1,999
株主資本合計 233,382 239,184
その他有価証券評価差額金 47,822 15,048
繰延ヘッジ損益 △ 1,121 △ 7,447
土地再評価差額金　※10. 8,540 7,976
退職給付に係る調整累計額 △ 2,109 △ 4,971
その他の包括利益累計額合計 53,131 10,605
新株予約権 61 41

純資産の部合計 286,576 249,831
負債及び純資産の部合計 4,895,624 4,953,946
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連結損益計算書 （単位：百万円）

区 分 前連結会計年度（2018年4月1日から2019年3月31日まで） 当連結会計年度（2019年4月1日から2020年3月31日まで）
経常収益 77,196 76,728
　資金運用収益 44,466 42,587
　 貸出金利息 31,153 29,210
　 有価証券利息配当金 12,757 12,772
コールローン利息及び買入手形利息 41 40

　 預け金利息 155 159
　 その他の受入利息 357 405
　信託報酬 1 1
　役務取引等収益 11,504 11,373
　その他業務収益 5,832 8,965
　その他経常収益 15,390 13,799
　 償却債権取立益 831 1,084
　 その他の経常収益 ※1. 14,559 12,715
経常費用 66,765 64,745
　資金調達費用 7,325 5,183
　 預金利息 2,501 2,154
　 譲渡性預金利息 20 19
コールマネー利息及び売渡手形利息 780 407
債券貸借取引支払利息 1,545 480

　 借用金利息 94 458
　 その他の支払利息 2,383 1,662
　役務取引等費用 3,328 3,380
　その他業務費用 5,674 4,476
　営業経費 ※2. 37,625 36,972
　その他経常費用 12,810 14,733
　 貸倒引当金繰入額 1,979 2,100
　 その他の経常費用 ※3. 10,830 12,632
経常利益 10,430 11,982
特別利益 96 167
　固定資産処分益 32 54
　国庫補助金受贈益 57 ―
　その他の特別利益 6 112
特別損失 1,712 1,183
　固定資産処分損 104 87
　減損損失　※4. 1,450 1,090
　固定資産圧縮損 57 ―
　その他の特別損失 100 5
税金等調整前当期純利益 8,814 10,966
法人税、住民税及び事業税 3,565 3,518
法人税等調整額 △ 450 △ 266
法人税等合計 3,114 3,251
当期純利益 5,700 7,715
非支配株主に帰属する当期純利益 115 ―
親会社株主に帰属する当期純利益 5,584 7,715

連結包括利益計算書 （単位：百万円）

区 分 前連結会計年度（2018年4月1日から2019年3月31日まで） 当連結会計年度（2019年4月1日から2020年3月31日まで）
当期純利益 5,700 7,715
その他の包括利益　※1. △ 10,076 △ 41,961
　その他有価証券評価差額金 △ 1,899 △ 32,774
　繰延ヘッジ損益 △ 1,082 △ 6,325
　退職給付に係る調整額 △ 7,094 △ 2,861
包括利益 △ 4,376 △ 34,246
（内訳）
　親会社株主に係る包括利益 △ 4,492 △ 34,246
　非支配株主に係る包括利益 115 ―
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連結株主資本等変動計算書
前連結会計年度（2018年4月1日から2019年3月31日まで）

（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 37,322 30,486 164,359 △ 2,096 230,072

当期変動額

剰余金の配当 △ 2,512 △ 2,512
親会社株主に帰属
する当期純利益 5,584 5,584

自己株式の取得 △ 8 △ 8

自己株式の処分 △ 16 63 46

土地再評価
差額金の取崩 200 200

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）
当期変動額合計 ― ― 3,256 54 3,310

当期末残高 37,322 30,486 167,615 △ 2,041 233,382

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配
株主持分 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ損益

土地再評価
差額金

退職給付
に係る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 49,722 △ 39 8,741 4,984 63,408 124 10,000 303,606

当期変動額

剰余金の配当 △ 2,512
親会社株主に帰属
する当期純利益 5,584

自己株式の取得 △ 8

自己株式の処分 46

土地再評価
差額金の取崩 200

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） △ 1,899 △ 1,082 △ 200 △ 7,094 △ 10,277 △ 62 △ 10,000 △ 20,339

当期変動額合計 △ 1,899 △ 1,082 △ 200 △ 7,094 △ 10,277 △ 62 △ 10,000 △ 17,029

当期末残高 47,822 △ 1,121 8,540 △ 2,109 53,131 61 ― 286,576
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当連結会計年度（2019年4月1日から2020年3月31日まで）
（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 37,322 30,486 167,615 △ 2,041 233,382

当期変動額

剰余金の配当 △ 2,513 △ 2,513
親会社株主に帰属
する当期純利益 7,715 7,715

自己株式の取得 △ 3 △ 3

自己株式の処分 △ 6 45 38

土地再評価
差額金の取崩 564 564

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）
当期変動額合計 ― ― 5,758 42 5,801

当期末残高 37,322 30,486 173,374 △ 1,999 239,184

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配
株主持分 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ損益

土地再評価
差額金

退職給付
に係る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 47,822 △ 1,121 8,540 △ 2,109 53,131 61 ― 286,576

当期変動額

剰余金の配当 △ 2,513
親会社株主に帰属
する当期純利益 7,715

自己株式の取得 △ 3

自己株式の処分 38

土地再評価
差額金の取崩 564

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） △ 32,774 △ 6,325 △ 564 △ 2,861 △ 42,526 △ 20 ― △ 42,546

当期変動額合計 △ 32,774 △ 6,325 △ 564 △ 2,861 △ 42,526 △ 20 ― △ 36,744

当期末残高 15,048 △ 7,447 7,976 △ 4,971 10,605 41 ― 249,831
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連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

区 分 前連結会計年度（2018年4月1日から2019年3月31日まで） 当連結会計年度（2019年4月1日から2020年3月31日まで）
営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 8,814 10,966
減価償却費 3,274 3,380
減損損失 1,450 1,090
貸倒引当金の増減（△） 609 604
役員賞与引当金の増減額（△は減少） △ 13 3
退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △ 1,989 △ 1,929
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 7 4
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8 △ 10
睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） 49 △ 80
偶発損失引当金の増減額（△は減少） △ 7 37
株式報酬引当金の増減額（△は減少） 22 17
資金運用収益 △ 44,466 △ 42,587
資金調達費用 7,325 5,183
有価証券関係損益（△） △ 3,033 △ 3,615
金銭の信託の運用損益（△は運用益） 46 △ 119
為替差損益（△は益） △ 6,117 1,436
固定資産処分損益（△は益） 79 19
商品有価証券の純増（△）減 △ 97 148
貸出金の純増（△）減 7,656 △ 21,447
預金の純増減（△） △ 3,673 111,203
譲渡性預金の純増減（△） △ 6,037 △ 45
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） 23,004 35,988
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 9,497 240
コールローン等の純増（△）減 △ 6,149 9,729
コールマネー等の純増減（△） 31,705 △ 8,592
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 90,630 △ 29,934
外国為替（資産）の純増（△）減 1,247 △ 4,043
外国為替（負債）の純増減（△） 110 △ 56
リース債権及びリース投資資産の純増（△）減 △ 2,065 △ 3,589
資金運用による収入 44,341 43,826
資金調達による支出 △ 7,312 △ 4,952
その他 6,721 △ 24,237
　 小 計 155,640 78,639
法人税等の支払額 △ 2,620 △ 4,059
営業活動によるキャッシュ・フロー 153,020 74,580
投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 941,512 △ 1,175,010
有価証券の売却による収入 640,530 673,893
有価証券の償還による収入 296,789 248,795
金銭の信託の減少による収入 ― 4,867
有形固定資産の取得による支出 △ 1,341 △ 1,433
無形固定資産の取得による支出 △ 2,208 △ 1,116
有形固定資産の売却による収入 250 253
無形固定資産の売却による収入 ― 0
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 7,491 △ 249,748
財務活動によるキャッシュ・フロー
自己株式の取得による支出 △ 8 △ 3
自己株式の売却による収入 2 5
配当金の支払額 △ 2,512 △ 2,513
非支配株主への配当金の支払額 △ 115 ―
非支配株主への払戻による支出 △ 10,000 ―
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 12,635 △ 2,511
現金及び現金同等物に係る換算差額 1 △ 1
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 132,895 △ 177,681
現金及び現金同等物の期首残高 667,185 800,081
現金及び現金同等物の期末残高　※1. 800,081 622,399
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注記事項 当連結会計年度（2019年4月1日から2020年3月31日まで）

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）
1.連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社 9社

会社名
日本橋不動産株式会社
百十四ビジネスサービス株式会社
株式会社百十四人材センター
百十四財田代理店株式会社
株式会社百十四システムサービス
株式会社百十四ジェーシービーカード
株式会社百十四ディーシーカード
百十四総合保証株式会社
百十四リース株式会社

（2）非連結子会社
　該当ありません。

2.持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の非連結子会社

　該当ありません。
（2）持分法適用の関連会社

　該当ありません。
（3）持分法非適用の非連結子会社

　該当ありません。
（4）持分法非適用の関連会社

　四国アライアンスキャピタル株式会社
　持分法非適用の関連会社は、当期純損益（持分に見合う
額）、利益剰余金（持分に見合う額）及びその他の包括利
益累計額（持分に見合う額）からみて、持分法の適用対象
から除いても連結財務諸表に重要な影響を与えないため、
持分法の対象から除いております。

3.連結子会社の事業年度等に関する事項
（1）連結子会社の決算日は次のとおりであります。

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しておりま
す。

4.会計方針に関する事項
（1）商品有価証券の評価基準及び評価方法

　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法
により算定）により行っております。

（2）有価証券の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移

動平均法による償却原価法（定額法）、持分法非適用の
関連会社株式については移動平均法による原価法、その
他有価証券については原則として連結決算日の市場価格
等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、
ただし時価を把握することが極めて困難と認められるも
のについては移動平均法による原価法により行っており
ます。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純
資産直入法により処理しております。

② 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託に
おいて信託財産として運用されている有価証券の評価
は、時価法により行っております。

（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っておりま
す。

（4）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
　当行の有形固定資産は、定率法（ただし、2016年４月
１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定
額法）を採用しております。

　また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物：10年～50年
その他： ５年～15年

　連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用
年数に基づき、主として定率法により償却しております。
② 無形固定資産（リース資産を除く）
　無形固定資産は、定額法により償却しております。な
お、自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結子
会社で定める利用可能期間（主として５年）に基づいて償
却しております。
③ リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固
定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とし残
存価額を零とする定額法により償却しております。

（5）貸倒引当金の計上基準
　当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に
則り、次のとおり計上しております。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している
債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそれと
同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）
に係る債権については、以下のなお書きに記載されている
直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上してお
ります。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営
破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下、

「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額か
ら、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に
判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債
権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後
３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額
は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率
の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、
これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しておりま
す。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業部
店及び審査所管部署が資産査定を実施し、当該部署から独
立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権
等については、債権額から担保の評価額及び保証による回
収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額
として債権額から直接減額しており、その金額は13,419
百万円であります。
　連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の
貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権
等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額をそれぞれ計上しております。

（6）役員賞与引当金の計上基準
　役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるた
め、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年
度に帰属する額を計上しております。

（7）役員退職慰労引当金の計上基準
　連結子会社において、役員への退職慰労金の支払いに備
えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、
当連結会計年度末までに発生していると認められる額を役
員退職慰労引当金として計上しております。

（8）睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金に
ついて、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻
請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上
しております。

（9）偶発損失引当金の計上基準
　偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以
外の偶発事象に対し、将来発生する可能性のある損失を見
積り必要と認める額を計上しております。
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（10）株式報酬引当金の計上基準
　株式報酬引当金は、役員報酬ＢＩＰ信託による当行株式
の交付に備えるため、株式交付規定に基づき、役員に割り
当てられたポイントに応じた株式の給付見込額を計上して
おります。

（11）退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結
会計年度末までの期間に帰属させる方法については給付算
定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理
計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。

過去勤務費用：各発生時に全額損益処理
数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の
平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額
法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度
から損益処理

　なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退
職給付費用の計算に、退職給付に係る当連結会計年度末の
自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便
法を適用しております。

（12）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　当行の外貨建資産・負債は、主として連結決算日の為替
相場による円換算額を付しております。

（13）収益及び費用の計上基準
　リース業を営む連結子会社のファイナンス・リース取引
に係る収益及び費用の計上については、リース料の受取時
に「その他経常収益」及び「その他経常費用」を計上する
方法によっております。

（14）重要なヘッジ会計の方法
① 金利リスク・ヘッジ
　当行の金融資産から生じる金利リスクに対するヘッジ会
計の方法は、一部の資産について、ヘッジ対象とヘッジ手
段を直接対応させる個別ヘッジによる繰延ヘッジによって
おります。
　ヘッジ有効性評価については、ヘッジ手段とヘッジ対象
の条件がほぼ同一であることから、ヘッジ開始時及びその
後も継続して相場変動又はキャッシュ・フロー変動を相殺
しているため、有効性の評価を省略しております。
② 為替変動リスク・ヘッジ
　当行の外貨建金融資産から生じる為替変動リスクに対す
るヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の
会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認
会計士協会業種別監査委員会報告第25号 2002年７月29
日。以下、「業種別監査委員会報告第25号」という。）に
規定する繰延ヘッジによっております。
　ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権等
の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引
及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象で
ある外貨建金銭債権等に見合うヘッジ手段の外貨ポジショ
ン相当額が存在することを確認することによりヘッジの有
効性を評価しております。

（15）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、
連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び日本銀
行への預け金であります。

（16）消費税等の会計処理
　当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計
処理は、税抜方式によっております。

（未適用の会計基準等）
（収益認識に関する会計基準）

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号
2020年３月31日）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準
適用指針第30号 2020年３月31日）

（1）概要
　収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益
は、次の５つのステップを適用し認識されます。

ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分

する。
ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するに

つれて収益を認識する。
（2）適用予定日

　2022年３月期の期首より適用予定であります。
（3）当該会計基準等の適用による影響

　影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中で
あります。

（時価の算定に関する会計基準）
・「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号

2019年７月４日）
・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第31号 2019年７月４日）
・「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号

2019年７月４日）
・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第19号 2020年３月31日）
（1）概要

　国際的な会計基準の定めとの比較可能性を向上させる
ため、「時価の算定に関する会計基準」及び「時価の算
定に関する会計基準の適用指針」（以下、「時価算定会計
基準等」という。）が開発され、時価の算定方法に関す
るガイダンス等が定められました。時価算定会計基準等
は次の項目の時価に適用されます。

・「金融商品に関する会計基準」における金融商品
　また「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」が
改訂され、金融商品の時価のレベルごとの内訳等の注記
事項が定められました。

（2）適用予定日
　2022年３月期の期首より適用予定であります。

（3）当該会計基準等の適用による影響
　影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中で
あります。

（会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会
計基準）

・「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する
会計基準」(企業会計基準第24号 2020年３月31日)

（1）概要
　関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に、採
用した会計処理の原則及び手続きの概要を示すことを目
的とするものです。

（2）適用予定日
　2021年３月期の年度末より適用予定であります。

（会計上の見積りの開示に関する会計基準）
・「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基

準第31号 2020年３月31日)
（1）概要

　当年度の財務諸表に計上した金額が会計上の見積りに
よるもののうち、翌年度の財務諸表に重要な影響を及ぼ
すリスクがある項目における会計上の見積りの内容につ
いて、財務諸表利用者の理解に資する情報を開示するこ
とを目的とするものです。

（2）適用予定日
　2021年３月期の年度末より適用予定であります。
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（追加情報）
（役員報酬ＢＩＰ信託）
　当行は、当行の取締役（監査等委員である取締役、社外取
締役及び国内非居住者を除く。以下、「当行取締役」という。）
を対象とした、役員報酬ＢＩＰ信託を導入しております。

１．取引の概要
　役員報酬ＢＩＰ信託は、中長期的な業績向上と企業価
値増大への貢献意欲を高めることを目的とした役員イン
センティブ・プランであり、役位や業績目標の達成度等
に応じたポイントが当行取締役に付与され、そのポイン
トに応じた当行株式及び当行株式の換価処分金相当額の
金銭が当行取締役の退任時に交付又は給付される株式報
酬型の役員報酬であります。

２．信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する会計
処理
　当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に
信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上
の取扱い」（実務対応報告第30号 2015年３月26日）に
準じております。

３．信託が保有する自社の株式に関する事項
（1）信託における帳簿価額は、当連結会計年度末203百

万円であります。
（2）信託が保有する自社の株式は株主資本において自己

株式として計上しております。
（3）期末株式数は、当連結会計年度末54千株でありま

す。
　期中平均株式数は、当連結会計期間56千株でありま
す。

（4）上記（3）の期末株式数及び期中平均株式数は、１
株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めてお
ります。

（新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の拡大による貸
倒引当金への影響）
　当行グループは、新型コロナウイルス感染症の収束には今
後１年程度を要し、その後経済活動は緩やかに回復に向かう
との仮定を置いております。
　当該仮定のもと、貸倒引当金の算定に当たっては、特定債
務者にCOVID-19が及ぼす影響を個別に考慮したうえで債務
者区分を見直し、貸倒引当金を算定しております。この結果、
当連結会計年度末における貸倒引当金残高は17,396百万円と
なっております。
　なお、連結財務諸表作成時点で、入手可能な情報に基づき
貸倒引当金を算定しておりますが、今後不確実性の高い環境
が続き、債務者の中長期の財政状態等が想定を超えて悪化す
る事象が生ずる場合には、翌年度の連結財務諸表において貸
倒引当金に影響がでる可能性があります。

（連結貸借対照表関係）
※1. 関連会社の株式の総額

株式 25百万円
※2. 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付け

ている有価証券が、「有価証券」中の国債に含まれておりま
すが、その金額は次のとおりであります。

28,000百万円
※3. 貸出金のうち破綻先債権額及び延滞債権額は次のとおり

であります。
破綻先債権額 1,126百万円
延滞債権額 27,574百万円

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相
当期間継続していることその他の事由により元本又は利息
の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計
上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下、

「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行
令（1965年政令第97号）第96条第１項第３号イからホま
でに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じてい
る貸出金であります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、
破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目
的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であり
ます。

※4. 貸出金のうち３カ月以上延滞債権額は次のとおりであり
ます。

３カ月以上延滞債権額 193百万円
　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、
約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸出金で破
綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

※5. 貸出金のうち貸出条件緩和債権額は次のとおりでありま
す。

貸出条件緩和債権額 26,783百万円
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支
援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、
元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取
決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以
上延滞債権に該当しないものであります。

※6. 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び
貸出条件緩和債権額の合計額は次のとおりであります。

合計額 55,677百万円
　なお、上記※3．から※6．に掲げた債権額は、貸倒引当
金控除前の金額であります。

※7. 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関
する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種
別監査委員会報告第24号 2002年２月13日）に基づき金
融取引として処理しております。これにより受け入れた商
業手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という
方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額
面金額は次のとおりであります。

16,580百万円
※8. 担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産
　有価証券 462,322百万円
　 計 462,322百万円
担保資産に対応する債務

預金 59,995百万円
債券貸借取引受入担保金 112,699百万円
借用金 7百万円
コールマネー 5,767百万円

　上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引
証拠金等の代用として、次のものを差し入れております。

有価証券 405百万円
その他資産（金融商品等差入担保金） 30,000百万円

　また、その他資産には、上記のほか、金融商品等差入担
保金、保証金及び敷金が含まれておりますが、その金額は
次のとおりであります。

金融商品等差入担保金（為替決済等の
取引の担保あるいは先物取引証拠金等
の代用として差し入れているものを除
く）

22,414百万円

保証金及び敷金 1,175百万円
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※9. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契
約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約
上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額
まで資金を貸付けることを約する契約であります。これら
の契約に係る融資未実行残高は次のとおりであります。

融資未実行残高 923,414百万円
うち原契約期間が１年以内のもの又
は任意の時期に無条件で取消可能な
もの

857,679百万円

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了す
るものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当
行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与
えるものではありません。これらの契約の多くには、金融
情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるとき
は、当行及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒
絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付
けられております。また、契約時において必要に応じて不
動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的
に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等
を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置
等を講じております。

※10．土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律
第34号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、
評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、こ
れを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の
部に計上しております。

再評価を行った年月日 1999年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日
公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法

（1991年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税
価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国
税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基
づいて、奥行価格補正等の合理的な調整を行って算出。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地の連
結会計年度末における時価の合計額と当該事業用の土地
の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

12,685百万円
※11. 有形固定資産の減価償却累計額

減価償却累計額 38,647百万円
※12．有形固定資産の圧縮記帳額

圧縮記帳額 2,452百万円
（当連結会計年度の圧縮記帳額） （△5百万円）

※13．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商
品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の額

22,006百万円

（連結損益計算書関係）
※1. その他の経常収益には、次のものを含んでおります。

リース料収入 7,586百万円
株式等売却益 3,786百万円

※2. 営業経費には、次のものを含んでおります。
給与・手当 14,954百万円

※3. その他の経常費用には、次のものを含んでおります。
リース原価 6,267百万円
貸出金償却 4,063百万円
株式等償却 1,948百万円

※4. 減損損失
　当連結会計年度において、当行は、以下の資産及び資産
グループについて、営業キャッシュ・フローの低下及び地
価の下落等により投資額の回収が見込めなくなったことに
伴い、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額
1,090百万円を減損損失として特別損失に計上しておりま
す。

場所 主な用途 種 類 減損損失
香川県内 営業用資産

３か所
土地、建物
及び動産

71百万円
（うち土地 53）
（うち建物 17）
（うち動産 0）

遊休資 産
13か所

土地、建物
及び動産

107百万円
（うち土地 72）
（うち建物 31）
（うち動産 2）

香川県外 営業用資産
９か所

土地及び
建物

899百万円
（うち土地 866）
（うち建物 33）
（うち動産 ―）

遊休資 産
３か所

土地 12百万円
（うち土地 12）
（うち建物 ―）
（うち動産 ―）

合 計 1,090百万円
（うち土地 1,004）
（うち建物 82）
（うち動産 3）

　当行は、営業用店舗については、営業店毎（複数店がエ
リア（地域）で一体となり営業を行っている場合は当該エ
リア毎）に継続的な収支の把握を行っていることから、営
業店（又はエリア）をグルーピングの単位としております。
遊休資産及び処分予定資産については、各々単独の資産又
は資産グループとして取り扱っております。また、本店、
事務センター、研修所、社宅、厚生施設等については、複
数の資産又は資産グループの将来キャッシュ・フローの生
成に寄与する資産であるため共用資産としております。
　連結子会社については、各社の営業拠点毎に資産のグル
ーピングを行い、遊休資産は各々単独の資産又は資産グル
ープとして取り扱っております。
　当連結会計年度の減損損失の測定に使用した回収可能価
額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方としてお
ります。正味売却価額による場合は「不動産鑑定評価額」
又は「地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算
の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定
めて公表した方法により算定した価額」より処分費用見込
額を控除し算出しております。また、使用価値による場合
は将来キャッシュ・フローを0.1％で割り引き算出しており
ます。

（連結包括利益計算書関係）
※1. その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

その他有価証券評価差額金
　当期発生額 △41,176百万円
　組替調整額 △5,808百万円
　 税効果調整前 △46,984百万円
　 税効果額 14,210百万円
　 その他有価証券評価差額金 △32,774百万円
繰延ヘッジ損益
　当期発生額 △10,645百万円
　組替調整額 1,557百万円
　 税効果調整前 △9,088百万円
　 税効果額 2,762百万円
　 繰延ヘッジ損益 △6,325百万円
退職給付に係る調整額
　当期発生額 △3,865百万円
　組替調整額 △246百万円
　 税効果調整前 △4,111百万円
　 税効果額 1,249百万円
　 退職給付に係る調整額 △2,861百万円

その他の包括利益合計 △41,961百万円

2020年07月21日 15時20分 10ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



The Hyakujushi Bank, Ltd. 31

（連結株主資本等変動計算書関係）
1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式
　数に関する事項 （単位：千株）

当連結会計年度
期 首 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 株 式 数 摘要

発行済株式
普 通 株 式 30,000 ― ― 30,000

合 計 30,000 ― ― 30,000
自 己 株 式
普 通 株 式 488 1 11 478 （注）1,2,3

合 計 488 1 11 478
（注）1. 当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の自己株

式数には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する自社の株
式がそれぞれ59千株、54千株含まれております。

2. 自己株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取請
求によるものであります。

3. 自己株式数の減少11千株は、新株予約権の権利行使
による減少６千株、役員報酬ＢＩＰ信託から対象者
への交付による減少４千株及び単元未満株式の買増
請求による減少０千株であります。

2. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分
新株

予約権の
内訳

新株予約
権の目的
となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

摘要当連結会計
年度期首

当連結会計年度 当連結会計
年度末増加 減少

当行
ストック・
オプション
としての
新株予約権

──── 41

合計 ──── 41
3. 配当に関する事項
（1）当連結会計年度中の配当金支払額

（決議） 株式の
種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2019年６月27日
定時株主総会 普通株式 1,330 45.0 2019年３月31日 2019年６月28日

2019年11月11日
取締役会 普通株式 1,183 40.0 2019年９月30日 2019年12月10日

（注）1. 2019年６月27日の定時株主総会の決議に基づく配
当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託に対する配当
金２百万円が含まれております。また、2019年11
月11日の取締役会の決議に基づく配当金の総額に
は、役員報酬ＢＩＰ信託に対する配当金２百万円が
含まれております。

2. 2019年６月27日の定時株主総会の決議に基づく１
株当たり配当額には、創業140周年記念配当5.0円が
含まれております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力
発生日が当連結会計年度の末日後となるもの

（決議） 株式の
種類

配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

2020年６月26日
定時株主総会 普通株式 1,183 利益剰余金 40.0 2020年３月31日 2020年６月29日

（注）配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託に対する配当金
２百万円が含まれております。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
※1. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係
現金預け金勘定 652,010百万円
定期預け金 △27,542百万円
普通預け金 △413百万円
その他 △1,655百万円
現金及び現金同等物 622,399百万円

（１株当たり情報）
1. １株当たり純資産額 8,461円18銭
（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであ

ります。
純資産の部の合計額 249,831百万円
純資産の部の合計額から控除する金額 41百万円
（うち新株予約権） 41百万円

普通株式に係る期末の純資産額 249,790百万円
１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数 29,521千株

2. １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

（1）１株当たり当期純利益 261円35銭
　 （算定上の基礎）
　 親会社株主に帰属する当期純利益 7,715百万円
　 普通株主に帰属しない金額 ―百万円

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 7,715百万円
　 普通株式の期中平均株式数 29,519千株
（2）潜在株式調整後１株当たり当期純利益 261円22銭
　 （算定上の基礎）
　 親会社株主に帰属する当期純利益調整額 ―百万円
　 普通株式増加数 14千株
　 （うち新株予約権） 14千株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 ―

3. 株主資本において自己株式として計上されている役員報酬
ＢＩＰ信託に残存する自社の株式は、１株当たり純資産額、
１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純
利益の算定上、控除する自己株式に含めております。

１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期
末株式数は、当連結会計年度末54千株であります。また、１
株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利
益の算定上、控除した当該株式の期中平均株式数は、当連結
会計年度56千株であります。

（リース取引関係）
ファイナンス・リース取引
（借手側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引
（1）リース資産の内容

①有形固定資産
　主として現金自動設備であります。

②無形固定資産
　該当事項はありません。

（2）リース資産の減価償却の方法
　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．
会計方針に関する事項」の「（4）固定資産の減価償却の方
法」に記載のとおりであります。

（貸手側）
（1）リース投資資産の内訳

リース料債権部分 23,402百万円
見積残存価額部分 3,149百万円
受取利息相当額 △2,881百万円
リース投資資産 23,669百万円

（2）リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権部分の
連結会計年度末日後の回収予定額

（単位：百万円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

リース債権 284 250 184 64 27 11
リース投資資産 6,616 5,550 4,441 3,149 1,896 1,747
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（税効果会計関係）
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
　その他有価証券評価差額金 10,611百万円
　貸倒引当金 8,078百万円
　退職給付に係る負債 3,713百万円
　繰延ヘッジ損失 3,363百万円
　減価償却費 1,091百万円
　賞与引当金 459百万円
　その他 2,643百万円
繰延税金資産小計 29,961百万円
評価性引当額 △6,613百万円
繰延税金資産合計 23,348百万円

繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金 △17,078百万円
　固定資産圧縮積立金 △139百万円
　繰延ヘッジ利益 △110百万円
　その他 △25百万円
繰延税金負債合計 △17,353百万円
繰延税金資産の純額 5,995百万円

2. 連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後
の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該
差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 30.4％
（調整）
交際費等永久に損金に算入
されない項目 0.6％
受取配当金等永久に益金に算入
されない項目 △3.0％
住民税均等割等 0.6％
評価性引当額の増減によるもの △1.6％
その他 2.6％
税効果会計適用後の法人税等の
負担率 29.6％

（資産除去債務関係）
　資産除去債務につきましては、重要性が乏しいため、注記を
省略しております。

（賃貸等不動産関係）
　賃貸等不動産につきましては、重要性が乏しいため、注記を
省略しております。

（金融商品関係）
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　当行グループは、銀行業務を中心に、リース業務などの金
融サービスに係わる事業を行っております。このため、保有
する金融商品のリスクに見合った収益の獲得をはかりつつ、
リスクを経営体力の範囲内に収めるため、金融商品に係るさ
まざまなリスクを可能な限り統計的な手法で計量化し、リス
ク量に見合った資本（リスク資本）をリスク区分ごとに割り
当てて、リスク・リターンをモニタリングする「資本配賦制
度」を導入する「統合的リスク管理」を実践し、経営全体と
しての安定性と健全性の確保をはかりつつ効率性の向上につ
とめております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
　当行グループが保有する主な金融資産は、貸出金と有価証
券であります。
　貸出金は、主として国内の法人及び個人に対するものであ
り、信用リスク、金利リスク、及び為替リスクに晒されてお
ります。貸出金がある特定の企業・グループや業種に過度に
集中した場合、当行グループの自己資本を大きく毀損させる
可能性があるため、それぞれ上限額等を設定し、その遵守状
況を監視することにより、過度な集中を未然に防止する体制
としております。
　有価証券は、主に債券、株式、投資信託及び出資金を、純
投資目的及び政策投資目的で保有しております。また、一部
の債券については売買目的でも保有しております。これら
は、それぞれ発行体の信用リスク、金利リスク、価格変動リ
スク、及び為替リスクに晒されております。なお、有価証券
には、市場流動性に乏しい私募債、非上場株式、出資金が含
まれております。
　一方、金融負債は、主に国内の法人及び個人からの預金で
あり、金利リスク、為替リスク、及び流動性リスクに晒され
ております。
　デリバティブ取引については、金利関連と通貨関連のスワ
ップ取引、オプション取引、先物・先渡取引、キャップ取引
等を行っております。これらは、主に対顧客取引とそのカバ
ー目的の取引であり、それぞれ金利リスク、為替リスク、価
格変動リスク、及び取引相手の信用リスクに晒されておりま
す。
　なお、デリバティブ取引のうち、金利スワップ取引の一部
については、ヘッジ対象とヘッジ手段を直接対応させる個別
ヘッジによる繰延ヘッジを適用しております。ヘッジ有効性
評価につきましては、ヘッジ手段とヘッジ対象の条件がほぼ
同一であることから、ヘッジ開始時及びその後も継続して相
場変動又はキャッシュ・フロー変動を相殺しているため、有
効性の評価を省略しております。また、外貨建金融資産から
生じる為替リスクに対するヘッジを目的として締結している
通貨スワップ取引と為替スワップ取引は、「業種別監査委員
会報告第25号」に規定する繰延ヘッジを適用しております。
当該ヘッジ取引については、ヘッジ対象である外貨建金融資
産額に見合うポジションが存在することの確認により、ヘッ
ジの有効性を評価しております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理

　当行グループでは、「信用リスク管理規定」及び関連文
書を定め、リスク管理委員会（信用リスク管理部会）にお
いて、信用リスクの状況を把握するとともに管理態勢等の
整備を行っております。
　また、リスク統括部を信用リスク管理部署として、内部
格付制度の設計及び検証、信用リスク量の計測、与信限度
額の設定・管理等を行っております。

②市場リスクの管理
　当行グループでは、「市場リスク管理規定」及び関連文
書を定め、リスク管理委員会（市場リスク管理部会）にお
いて、市場リスクの状況を把握するとともに管理態勢等の
整備を行っております。また、ＡＬＭ（資産負債の総合管
理）体制を整備し、収益管理委員会（予算ＡＬＭ部会）に
おいて、把握したリスクを踏まえて中長期的な収益の安定
化やリスクへの対応策の協議を行っております。
　さらに、市場取引実施部署（市場国際部）において、市
場取引執行（フロントオフィス）、事務管理（バックオフ
ィス）及び市場リスク管理（ミドルオフィス）をそれぞれ
担当するセクションに分離して相互牽制機能が働く体制と
したうえで、リスク統括部が市場リスク全体を統括管理し
ております。
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（ⅰ）金利リスクの管理
　当行グループは、金利リスクについて、統計的手法
によりリスク量を計測し、管理しております。また、
有価証券投資やデリバティブ取引など市場で取引を行
うものに関しては、必要に応じてポジションや損益に
限度額を定めて管理しております。なお、ＡＬＭの観
点から、金利リスクをヘッジするために金利スワップ
取引等のデリバティブ取引を行うこともあります。

（ⅱ）為替リスクの管理
　当行グループは、為替リスクについて、統計的手法
によりリスク量を計測し、管理しております。また、
ポジションや損益について限度額を定め、管理してお
ります。

（ⅲ）価格変動リスクの管理
　当行グループは、価格変動リスクについて、統計的
手法によりリスク量を計測し、管理しております。ま
た、トレーディング取引については、ポジションや損
益に限度額を定めて管理しております。

（ⅳ）市場リスクに係る定量的情報
（ア）トレーディング目的の金融商品

　当行グループは、商品有価証券取引及び金利先物
取引等の金利リスク、並びに外国為替取引等の為替
リスクに関するＶａＲ（損失額の推計値）を、ヒス
トリカル法（保有期間10日、信頼区間99％、観測期
間1,200営業日）により計測しており、2020年３月
31日（当期の連結決算日）現在、トレーディング目
的の金融商品のＶａＲは７百万円となっております。

（イ）トレーディング目的以外の金融商品
　当行グループは、貸出金、投資有価証券、預金、
銀行間取引、及び金利スワップ等の金利リスク、並
びに上場株式及び投資信託の価格変動リスク等に関
するＶａＲを、ヒストリカル法（保有期間120日、
信頼区間99％、観測期間1,200営業日）により計測
しております。
　また、金銭の信託の金利、価格変動、及び為替リ
スクのＶａＲについては、ヒストリカル法（保有期
間20日、信頼区間99％、観測期間1,200営業日）に
より計測しております。
　2020年３月31日現在、トレーディング目的以外
の金融商品のＶａＲは50,852百万円となっておりま
す。

（ウ）ＶａＲについて
　当行グループは、計測モデルの妥当性を検証する
ために、モデルが算出する「ＶａＲ」と仮想損益

（ＶａＲ計測時点のポートフォリオを固定した場合に
発生したと仮定される損益）を比較するバックテス
ティングを実施しております。
　なお、ヒストリカル法によるＶａＲは、過去のマ
ーケットデータの変動をベースに統計的に算出した
一定の発生確率での市場リスク量を計測するもので
あり、観測期間に存在しないほどの大きな市場変動
によるリスクは捕捉することができません。これを
補完するため、ＶａＲによる管理に加えてストレス
テストを定期的に実施しております。

　 ③流動性リスクの管理
　当行グループでは、「流動性リスク管理規定」及び関連
文書を定め、流動性リスクの管理を行っております。ま
た、資金繰りに影響を及ぼすような不測の事態が発生した
場合にも速やかに対応できるよう、「流動性危機時対応規
定」を定め、「警戒時」、「流動性危機時」に分けた事態を
想定し、適時適切な対応を取ることができる態勢を整備し
ております。

　流動性リスク管理部署（市場国際部）は、日次、月次な
どの資金繰り予想を行うとともに、十分な流動性準備を確
保するなど、運用・調達構造に即した適切かつ安定的な資
金繰りを実施しております。また、流動性リスクに影響を
及ぼすと考えられる内生的・外生的要因を考慮し、流動性
リスクの状況の把握、分析、評価、モニタリングを実施し
ております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場
価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれており
ます。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用し
ているため、前提条件等により、当該価額が異なることもあ
ります。

2. 金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとお
りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認め
られる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注２）
参照）。

（単位：百万円）
連結貸借

対照表計上額 時価 差額
（1）現金預け金 652,010 652,010 ―
（2）買入金銭債権 29,264 29,264 ―
（3）商品有価証券

売買目的有価証券 5 5 ―
（4）金銭の信託 ― ― ―
（5）有価証券

その他有価証券 1,255,333 1,255,333 ―
（6）貸出金 2,847,316

貸倒引当金（＊１） △15,646
2,831,669 2,855,278 23,608

資産計 4,768,283 4,791,892 23,608
（1）預金 4,065,082 4,065,202 120
（2）譲渡性預金 90,185 90,188 3
（3）コールマネー及び売渡手形 34,782 34,782 ―
（4）債券貸借取引受入担保金 112,699 112,699 ―
（5）借用金 305,608 305,785 177

負債計 4,608,358 4,608,659 300
デリバティブ取引（＊２）

ヘッジ会計が適用されていないもの 551 551 ―
ヘッジ会計が適用されているもの （10,857）（10,857） ―
デリバティブ取引計 （10,305）（10,305） ―

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金
を控除しております。

（＊２）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を
一括して表示しております。デリバティブ取引によっ
て生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合
計で正味の債務となる項目については、（ ）で表示し
ております。

（＊３）重要性が乏しい科目については、記載を省略しており
ます。

（注１）金融商品の時価の算定方法
　 資産
　 （1）現金預け金

　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近
似していることから、当該帳簿価額を時価としており
ます。満期のある預け金については、預入期間に基づ
く区分ごとに、新規に預け金を行った場合に想定され
る適用金利で割り引いた現在価値を算定しております。
　なお、約定期間が短期間のものは、時価は帳簿価額
と近似していることから、当該帳簿価額を時価として
おります。
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　 （2）買入金銭債権
　約定期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似し
ていることから、当該帳簿価額を時価としております。

　 （3）商品有価証券
　売買目的で保有している債券等の有価証券について
は、市場価格等によっております。

　 （4）金銭の信託
　有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託
において信託財産として運用されている有価証券につ
いては、株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又
は取引金融機関から提示された価格によっております。

　 （5）有価証券
　株式及び債券は市場価格等によっております。投資
信託は、公表されている基準価格によっております。
　自行保証付私募債は、内部格付、期間に基づく区分
ごとに、元利金の合計額を同様の起債を行った場合に
想定される利率で割り引いて時価を算定しております。

　 （6）貸出金
　貸出金の種類、内部格付及び期間に基づく区分ごと
に、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に
想定される利率で割り引いて時価を算定しております。
　また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する
債権等については、見積将来キャッシュ・フローの現
在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づい
て貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日
における連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引
当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額
を時価としております。
　貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限る
などの特性により、返済期限を設けていないものにつ
いては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は
帳簿価額と近似しているものと想定されるため、当該
帳簿価額を時価としております。

　 負債
　 （1）預金及び（2）譲渡性預金

　要求払預金については、連結決算日に要求された場
合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。
また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、
将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算
定しております。その割引率は、新規に預金を受け入
れる際に使用する利率を用いております。なお、預入
期間が短期間のものは、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額を時価としております。

　 （3）コールマネー及び売渡手形
　これらは、約定期間が短期間であり、時価は帳簿価
額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とし
ております。

　 （4）債券貸借取引受入担保金
　約定期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似し
ていることから、当該帳簿価額を時価としております。

　 （5）借用金
　借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市
場金利を反映し、また、当行及び連結子会社の信用状
態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳
簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価
額を時価としております。固定金利によるものは、一
定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額
を、同様の借入において想定される利率で割り引いて
現在価値を算定しております。

　 デリバティブ取引
　デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ
等）、通貨関連取引（通貨スワップ、通貨オプション
等）、債券関連取引（債券先物等）であり、金融商品取
引所取引につきましては、東京金融取引所等における
最終の価格、店頭取引につきましては、割引現在価値
やオプション価格計算モデル等により算定しておりま
す。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商
品の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融
商品の時価情報の「資産（5）有価証券」には含まれて
おりません。

（単位：百万円）
①非上場株式（＊１）（＊２） 2,712
②組合出資金（＊３）（＊４） 1,683

合 計 4,395
（＊１）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握

することが極めて困難と認められることから時価開示
の対象とはしておりません。

（＊２）当連結会計年度において、非上場株式について減損処
理はありません。

（＊３）組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を
把握することが極めて困難と認められるもので構成さ
れているものについては、時価開示の対象とはしてお
りません。

（＊４）当連結会計年度において、組合出資金について29百万
円減損処理を行っております。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償
還予定額

（単位：百万円）

１年以内 １年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
７年以内

７年超
10年以内 10年超

預け金 605,116 ― ― ― ― ―
買入金銭債権 29,264 ― ― ― ― ―
有価証券

その他有価証券の
うち満期があるもの 81,732 100,783 96,244 75,293 449,018 253,324

国債 33,300 37,000 ― 40,000 70,000 144,000
地方債 3,492 1,472 18,372 13,772 226,501 8,771
社債 24,110 16,299 13,946 1,063 79,400 14,981
その他 20,830 46,011 63,925 20,457 73,117 85,572

貸出金（＊） 1,090,280 464,786 332,254 214,313 218,882 459,094
合 計 1,806,393 565,570 428,499 289,606 667,900 712,419

（＊）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対
する債権等、償還予定額が見込めないもの28,727百万
円、期間の定めのないもの38,977百万円は含めておりま
せん。

（注４）社債、借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後
の返済予定額

（単位：百万円）

１年以内 １年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
７年以内

７年超
10年以内 10年超

預金（＊） 3,853,385 205,226 6,108 146 215 ―
譲渡性預金 90,003 142 40 ― ― ―
コールマネー
及び売渡手形 34,782 ― ― ― ― ―
債券貸借取引
受入担保金 112,699 ― ― ― ― ―
借用金 187,409 113,014 3,720 902 561 ―

合 計 4,278,280 318,383 9,868 1,049 777 ―
（＊）預金のうち、要求払預金については「１年以内」に含め

て開示しております。
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（退職給付関係）
1. 採用している退職給付制度の概要

　当行は確定給付型の制度として、規約型確定給付企業年金
制度、退職一時金制度を設けており、従業員の退職等に際し
て割増退職金を支払う場合があります。なお、当行は退職給
付信託を設定しております。
　国内連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金
制度、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度を設けてお
ります。なお、国内連結子会社の退職一時金制度は、簡便法
により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しており
ます。

2. 確定給付制度
（1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 58,824百万円
　勤務費用（注） 1,730百万円
　利息費用 139百万円
　数理計算上の差異の発生額 △918百万円
　退職給付の支払額 △2,373百万円
　過去勤務費用の発生額 ―百万円
退職給付債務の期末残高 57,403百万円
（注）簡便法を採用している国内連結子会社の退職給付費

用は、一括して「勤務費用」に含めて計上しており
ます。

（2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表
年金資産の期首残高 62,527百万円
　期待運用収益 739百万円
　数理計算上の差異の発生額 △4,783百万円
　事業主からの拠出額 2,001百万円
　退職給付の支払額 △1,565百万円
年金資産の期末残高 58,919百万円

（3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表
に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資
産の調整表

積立型制度の退職給付債務 57,403百万円
年金資産 △58,919百万円

△1,515百万円
非積立型制度の退職給付債務 ―百万円
連結貸借対照表に計上された
負債と資産の純額 △1,515百万円

退職給付に係る負債 1,836百万円
退職給付に係る資産 △3,351百万円
連結貸借対照表に計上された
負債と資産の純額 △1,515百万円

（4）退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用（注） 1,730百万円
利息費用 139百万円
期待運用収益 △739百万円
数理計算上の差異の費用処理額 △246百万円
過去勤務費用の費用処理額 ―百万円
確定給付制度に係る退職給付費用 884百万円
（注）簡便法を採用している国内連結子会社の退職給付費

用は、一括して「勤務費用」に含めて計上しており
ます。

（5）退職給付に係る調整額
　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）
の内訳は次のとおりであります。
数理計算上の差異 △4,111百万円

合計 △4,111百万円
（6）退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除
前）の内訳は次のとおりであります。
未認識数理計算上の差異 △7,143百万円

合計 △7,143百万円

（7）年金資産に関する事項
①年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとお

りであります。
債券 19％
株式 39％
生命保険一般勘定 28％
その他 14％

合計 100％
（注）年金資産合計には、企業年金制度に対して設定した

退職給付信託が18.71％、退職一時金制度に対して
設定した退職給付信託が19.61％含まれております。

②長期期待運用収益率の設定方法
　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及
び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様
な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮
しております。

（8）数理計算上の計算基礎に関する事項
　主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しておりま
す。）
割引率 0.23％
長期期待運用収益率 2.00％
予想昇給率 3.20％

3. 確定拠出制度
　連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は７百万円であり
ます。

（ストック・オプション等関係）
1. ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費

用計上額及び科目名
　 営業経費 ―百万円

2. ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
（1）ストック・オプションの内容

2012年
ストック・オプション

2013年
ストック・オプション

2014年
ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当行の取締役 10名 当行の取締役 10名 当行の取締役
（社外取締役を除く）10名

株式の種類別のストック・
オプションの数（注）

普通株式
17,500株

普通株式
17,250株

普通株式
13,660株

付与日 2012年７月24日 2013年７月23日 2014年７月25日
権利確定条件 権利確定条件は定めていない 同左 同左
対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない 同左 同左
権利行使期間 2012年７月25日から

2042年７月24日まで
2013年７月24日から
2043年７月23日まで

2014年７月26日から
2044年７月25日まで

2015年
ストック・オプション

2016年
ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当行の取締役
（社外取締役を除く）９名

当行の取締役
（社外取締役を除く）８名

株式の種類別のストック・
オプションの数（注）

普通株式
9,430株

普通株式
13,770株

付与日 2015年７月24日 2016年７月26日
権利確定条件 権利確定条件は定めていない 同左
対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない 同左
権利行使期間 2015年７月25日から

2045年７月24日まで
2016年７月27日から
2046年７月26日まで

（注）2018年10月１日付株式併合（10株につき１株の割合）
による併合後の株式数に換算して記載しております。
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（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況
　当連結会計年度（2020年３月期）において存在したスト
ック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数
については、株式数に換算して記載しております。

　 ①ストック・オプションの数
2012年

ストック・オプション
2013年

ストック・オプション
2014年

ストック・オプション
権利確定前（株）

前連結会計年度末 1,460 2,880 3,420
付与 ― ― ―
失効 ― ― ―
権利確定 ― 1,440 1,140
未確定残 1,460 1,440 2,280

権利確定後（株）
前連結会計年度末 ― ― ―
権利確定 ― 1,440 1,140
権利行使 ― 1,440 1,140
失効 ― ― ―
未行使残 ― ― ―

2015年
ストック・オプション

2016年
ストック・オプション

権利確定前（株）
前連結会計年度末 3,440 8,120
付与 ― ―
失効 ― ―
権利確定 860 2,960
未確定残 2,580 5,160

権利確定後（株）
前連結会計年度末 ― ―
権利確定 860 2,960
権利行使 860 2,960
失効 ― ―
未行使残 ― ―

（注）2018年10月１日付株式併合（10株につき１株の割合）
による併合後の株式数に換算して記載しております。

　 ②単価情報
2012年

ストック・オプション
2013年

ストック・オプション
2014年

ストック・オプション
権利行使価格 １株当たり 1円 １株当たり 1円 １株当たり 1円
行使時平均株価 ― １株当たり 2,221円 １株当たり 2,221円
付与日における
公正な評価単価 １株当たり 2,560円 １株当たり 3,210円 １株当たり 3,350円

2015年
ストック・オプション

2016年
ストック・オプション

権利行使価格 １株当たり 1円 １株当たり 1円
行使時平均株価 １株当たり 2,221円 １株当たり 2,221円
付与日における
公正な評価単価 １株当たり 4,090円 １株当たり 2,850円

（注）2018年10月１日付株式併合（10株につき１株の割合）
による併合後の価格に換算して記載しております。

3. ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法
　当連結会計年度において付与されたストック・オプション
はありません。

4. ストック・オプションの権利確定数の見積方法
　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難である
ため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しております。
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【セグメント情報】
1.報告セグメントの概要

　当行グループの報告セグメントは、当行グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源
の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。
　当行グループは、銀行業務を中心に、連結子会社においてリース業務をはじめとする金融サービスに係わる事業を行っており、当
行及び企業集団を構成する個々の連結子会社がそれぞれ事業計画等を立案し、事業活動を展開しております。
　したがって、当行グループは、当行及び個々の連結子会社を基礎とした業務別のセグメントから構成されており、「銀行業」及び

「リース業」の２つを報告セグメントとしております。なお、「銀行業」は、預金業務、貸出業務、有価証券投資業務、為替業務等を
行い、「リース業」は、連結子会社の百十四リース株式会社において、リース業務等を行っております。

　
2.報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載と同一であ
ります。
　報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。
　セグメント間の内部経常収益は、第三者間取引価格に基づいております。

　
3.報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報
前連結会計年度（2018年4月1日から2019年3月31日まで） （単位：百万円）

報告セグメント
その他 合計 調整額 連結財務諸表

計上額銀行業 リース業 計
経常収益

外部顧客に対する経常収益 68,038 7,118 75,157 2,039 77,196 ― 77,196
セグメント間の内部経常収益 791 587 1,378 3,819 5,198 △ 5,198 ―

計 68,830 7,705 76,535 5,858 82,394 △ 5,198 77,196
セグメント利益 9,155 226 9,382 1,592 10,974 △ 544 10,430
セグメント資産 4,876,689 29,893 4,906,582 21,672 4,928,255 △ 32,630 4,895,624
セグメント負債 4,603,241 25,630 4,628,871 9,943 4,638,815 △ 29,767 4,609,048
その他の項目

減価償却費 2,780 97 2,877 303 3,180 93 3,274
資金運用収益 44,723 319 45,042 242 45,284 △ 818 44,466
資金調達費用 7,427 79 7,507 54 7,562 △ 236 7,325
特別利益 91 6 97 ― 97 △ 1 96
（固定資産処分益） 34 0 34 ― 34 △ 1 32
（国庫補助金受贈益） 57 ― 57 ― 57 ― 57
（その他の特別利益） ― 6 6 ― 6 ― 6
特別損失 1,597 101 1,698 13 1,712 ― 1,712
（固定資産処分損） 89 0 90 13 104 ― 104
（減損損失） 1,450 ― 1,450 ― 1,450 ― 1,450
（固定資産圧縮損） 57 ― 57 ― 57 ― 57
（その他の特別損失） ― 100 100 ― 100 ― 100
税金費用 2,599 △ 5 2,593 501 3,095 19 3,114
有形固定資産及び無形固定資産の増加額 3,213 5 3,218 209 3,427 92 3,520

（注）1.一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経常収益と連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載
しております。

2.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、クレジットカード業及び信用保証業等を含んでおります。
3.「セグメント利益」「セグメント資産」「セグメント負債」「減価償却費」「資金運用収益」「資金調達費用」「特別利益」「税金費用」「有形固定資産及び無形固定資産の増加

額」の調整額は、セグメント間取引消去であります。
4.セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（2019年4月1日から2020年3月31日まで） （単位：百万円）

報告セグメント
その他 合計 調整額 連結財務諸表

計上額銀行業 リース業 計
経常収益

外部顧客に対する経常収益 66,871 7,749 74,620 2,107 76,728 ― 76,728
セグメント間の内部経常収益 644 531 1,175 3,670 4,846 △ 4,846 ―

計 67,515 8,281 75,796 5,778 81,575 △ 4,846 76,728
セグメント利益 10,687 204 10,892 1,303 12,195 △ 212 11,982
セグメント資産 4,931,606 32,923 4,964,529 22,080 4,986,610 △ 32,663 4,953,946
セグメント負債 4,695,651 28,508 4,724,160 9,818 4,733,978 △ 29,863 4,704,115
その他の項目

減価償却費 2,901 104 3,006 282 3,288 91 3,380
資金運用収益 42,689 225 42,914 74 42,989 △ 401 42,587
資金調達費用 5,177 87 5,264 49 5,313 △ 130 5,183
特別利益 4 163 167 ― 167 △ 0 167
（固定資産処分益） 4 51 55 ― 55 △ 0 54
（国庫補助金受贈益） ― ― ― ― ― ― ―
（その他の特別利益） ― 112 112 ― 112 ― 112
特別損失 1,169 5 1,175 7 1,183 ― 1,183
（固定資産処分損） 79 0 79 7 87 ― 87
（減損損失） 1,090 ― 1,090 ― 1,090 ― 1,090
（固定資産圧縮損） ― ― ― ― ― ― ―
（その他の特別損失） ― 5 5 ― 5 ― 5
税金費用 2,618 94 2,713 510 3,224 27 3,251
有形固定資産及び無形固定資産の増加額 2,057 7 2,064 416 2,481 68 2,549

（注）1.一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経常収益と連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載
しております。

2.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、クレジットカード業及び信用保証業等を含んでおります。
3.「セグメント利益」「セグメント資産」「セグメント負債」「減価償却費」「資金運用収益」「資金調達費用」「特別利益」「税金費用」「有形固定資産及び無形固定資産の増加

額」の調整額は、セグメント間取引消去であります。
4.セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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【関連情報】
前連結会計年度（2018年4月1日から2019年3月31日まで）
1.サービスごとの情報 （単位：百万円）

貸出業務 有価証券投資業務 リース業務 その他 合計

外部顧客に対する経常収益 31,881 23,255 7,118 14,941 77,196

（注）一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

2.地域ごとの情報
（1）経常収益

　当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益計算書の経常収益の90％を超えるため、記載を
省略しております。

（2）有形固定資産
　当行グループは、本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載
を省略しております。

3.主要な顧客ごとの情報
　特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるものがないため、記載を省略しております。

当連結会計年度（2019年4月1日から2020年3月31日まで）
1.サービスごとの情報 （単位：百万円）

貸出業務 有価証券投資業務 リース業務 その他 合計

外部顧客に対する経常収益 29,812 24,360 7,749 14,805 76,728

（注）一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

2.地域ごとの情報
（1）経常収益

　当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益計算書の経常収益の90％を超えるため、記載を
省略しております。

（2）有形固定資産
　当行グループは、本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載
を省略しております。

3.主要な顧客ごとの情報
　特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるものがないため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】
前連結会計年度（2018年4月1日から2019年3月31日まで） （単位：百万円）

報告セグメント
その他 合計

銀行業 リース業 計
減損損失 1,450 ― 1,450 ― 1,450

当連結会計年度（2019年4月1日から2020年3月31日まで） （単位：百万円）

報告セグメント
その他 合計

銀行業 リース業 計
減損損失 1,090 ― 1,090 ― 1,090

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】
　該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
　該当事項はありません。
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貸出金（連結ベース）

40 The Hyakujushi Bank, Ltd.

連結リスク管理債権額 （単位：百万円）

前連結会計年度（2019年3月31日） 当連結会計年度（2020年3月31日）
破綻先債権額 941（0.03%） 1,126（0.03%）
延滞債権額 27,224（0.96%） 27,574（0.96%）
3カ月以上延滞債権額 324（0.01%） 193（0.00%）
貸出条件緩和債権額 23,874（0.84%） 26,783（0.94%）

合 計 52,366（1.85%） 55,677（1.95%）
（注）（ ）内は貸出金の連結会計年度末残高に対する割合であります。
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